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(54) Title: SEMICONDUCTOR DEVICE

(54) 発明の名称 ：半導体装置

(57) Abstract: e obiective o i the present invention
[図3] i s to provide a semiconductor device that can have in

creased device reliability while suppressing an in
crease in switching loss and conduction loss. In the
semiconductor device, with the 2D shape that i s on
the primary surface o f a semiconductor substrate (10)
and that i s the repeating unit o f a well region (30) o f
which a plurality are disposed periodically on the sur
face o f a drift layer (20) being a unit cell, one unit cell
and another unit cell adjacent thereto in the x-axis dir
ection are disposed offset in the y-axis direction, and
one unit cell and another unit cell adjacent thereto i n
the y-axis direction are disposed offset in the x-axis
direction.

(57) 要約： 本発明は、導通損失やスィ ッチ
ング損失の増大 を抑制 しつつ、装置の信頼
性 を向上 させ る ことができる半導体装置の
提供 を目的 とす る。本発明にかか る半導体
装置 は、 ドリフ ト層 2 0 表層において周期
的に複数配置 されたゥエル領域 3 0 の繰 り
返 し単位である半導体基板 1 0 の主面上の
二次元形状 をユニ ッ トセル とす ると、一の
ュニ ッ トセル と X 軸方向に隣接す る他のュ

R S ニ ッ トセルが y 軸方向にずれて配置 され、
—のュニ ッ トセル と y 軸方向に隣接す る他
のュニ ッ トセルが X 軸方向にずれて配置 さ
れる。
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明 細 書

発明の名称 ：半導体装置

技術分野

[0001 ] 本発明は半導体装置に関し、特に、炭化珪素を用いた電力用半導体装置に

関するものである。

背景技術

[0002] 縦型M O S F E T 、 I G B T など、チャネルを有する縦型半導体装置で、

チャネルが主面と平行な方向に形成される、一般にプレーナ型と呼ばれる構

造では、チャネル抵抗を低減するために高いチヤネル幅密度を有する平面レ

ィァゥ卜が望まれている。

[0003] 当該レイァゥ卜を形成する方法として、例えば特許文献 1 および特許文献

2 に開示されるような、ゥエル領域を平面視で四角形セル形状とし、碁盤目

状に当該ゥエル領域を配置することで、互いに直交する 2 直線上の方向にチ

ャネルを形成する （以下、碁盤目配置）というものが広く知られている。

先行技術文献

特許文献

[0004] 特許文献1 ：特開平 1 — 2 1 1 9 7 8 号公報

特許文献2 ：特開平 5 — 2 3 5 3 6 2 号公報

発明の概要

発明が解決しょうとする課題

[0005] 特許文献 1 に示された方法では、ゥエル領域の間に形成される J F E T 領

域が網目状に形成されるが、その網目の交点にあたる位置では、逆バイアス

印加時にゲ一 卜絶縁膜に高い電界が印加されることとなり、ゲ一 卜絶縁膜が

損傷 しゃすいという問題があつた。

[0006] —方、チャネル幅密度は、ュニッ卜セル内のチャネル幅を、セル面積 （2

方向のセルピッチの積）で除した値で決まるため、更なるチャネル幅密度の

増大には、セルピッチを縮小する必要があるが、加工精度の問題などから必



ずしも容易ではない。

[0007] 碁盤目配置で、さらにチャネル幅密度を増大させる方法として、特許文献

2 で開示されるように、対角線上に配置されたセルを連続的に形成するもの

がある。

[0008] しかし、当該方法を用いた場合、セル間を接続する領域のゥヱルに形成さ

れるチャネルは、それ以外の領域に形成されるチャネルに対 して、ソース電

極と半導体層との接触領域からの距離が長くなるため、寄生抵抗の増大ゃス

イツチング時の遅延により、導通損失ゃスィッチング損失の増大が懸念され

る。

[0009] 本発明は、上記のような問題を解決するためになされたものであり、導通

損失ゃスィツチング損失の増大を抑制 しつつ、装置の信頼性を向上させるこ

とができる半導体装置の提供を目的とする。

課題を解決するための手段
[001 0] 本発明にかかる半導体装置は、第 1導電型または第 2 導電型の半導体基板

と、前記半導体基板の主面上に形成された第 1導電型の ドリフ卜層と、前記

ドリフ卜層表層に周期的に形成された第 2 導電型の複数のゥエル領域と、各

前記ゥエル領域表層に部分的に形成された第 1導電型のソース領域と、各前

記ソース領域上から前記 ドリフ卜層上に亘つて、ゲ一 卜絶縁膜を介 して形成

されたゲー ト電極と、各前記ゥエル領域の間に形成された、第 1導電型の J

F E T 領域と、各前記ゲ一 卜電極に対向する前記ゥエル領域に規定されたチ

ャネル領域とを備え、前記チャネル領域が規定された方向に沿って、前記半

導体基板の主面上の直交する X 軸および y 軸を定義 し、前記ゥエル領域の繰

り返 し単位である前記半導体基板の主面上の二次元形状をュニッ卜セルと定

義 した場合、一のュニッ卜セルとX 軸方向に隣接する他のュニッ卜セルが、

y 軸方向に 0 より大きく y 軸方向のュニッ卜セルの長さより小さい長さだけ

ずれて配置され、一のュニッ卜セルと y 軸方向に隣接する他のュニッ卜セル

が、 X 軸方向に 0 より大きくX 軸方向のュニッ卜セルの長さより小さい長さ

だけずれて配置されることを特徴とする。



発明の効果

[001 1] 本発 明にかかる半導体装置 によれば、導通損失ゃスィ ツチ ング損失の増大

を抑制 しつつ、装置の信頼性 を向上 させ ることがで きる。

[001 2] 本発 明の 目的、特徴、局面、 および利点は、以下の詳細な説明 と添付図面

とによって、 よ り明 白となる。

図面の簡単な説明

[001 3] [ 図 1] 半導体装置の断面構造 を模式的に示す図である。

[ 図2] 本発明の前提技術 となる半導体装置の平面構造 を模式的に示す図である

[ 図3] 半導体装置の平面構造 を模式的に示す図である。

[ 図4] 半導体装置の平面構造 を模式的に示す図である。

[ 図5] 半導体装置の平面構造 を模式的に示す図である。

[ 図6] 半導体装置の平面構造 を模式的に示す図である。

[ 図7] 半導体装置の平面構造 を模式的に示す図である。

[ 図8] 半導体装置の平面構造 を模式的に示す図である。

[ 図9] 本発明の前提技術 となる半導体装置の平面構造 を模式的に示す図である

[ 図 10] 本発 明の前提技術 となる半導体装置の平面構造 を模式的に示す図であ

る。

[ 図 11] 半導体装置の平面構造 における、各長 さを説明する図である。

[ 図 12] 点 Y および距離 a のオ フセ ッ ト長依存性 を模式的に示す図である。

[ 図 13] ュニ ッ 卜セル面積 およびセル 内のチ ャネル幅 に相 当する長 さの、オ フ

セ ッ 卜長依存性 を模式的に示す図である。

[ 図 14] チ ャネル幅密度 のオ フセ ッ 卜長依存性 を示す図である。

発明を実施するための形態

[0014] < 実施 の形態 1 >

< 構成 >

図 1 は、本発明の実施 の形態 1 における、半導体装置の断面模式図である



。本実施 の形態 においては、第 1 導電型 を n 型、第 2 導電型 を p 型 と し、炭

化珪素 を用いた縦型 M O S F E T と して説明するが、導電型 は逆であ っても

よい し、半導体装置 も当該 M O S F E T に限 られ るものではない。

[001 5] 図 1 において、 4 H のポ リタイプを有 する、 n 型で低抵抗の、炭化珪素か

らなる半導体基板 1 0 の第 1 主面 （図における上面）上 に、 n 型の炭化珪素

か らなる ドリフ ト層 2 0 が形成 されている。半導体基板 1 0 は、第 1 主面の

面方位 が （0 0 0 1 ) 面 で c 軸方向に対 して、 4 ° 傾斜 されている。

[001 6] ドリフ ト層 2 0 表面 には、第 1 不純物 であるアル ミニ ウム （A I ) を p 型

不純物 と して含有 する複数 の P型の ゥエル領域 3 0 が、離 間、 すなわち互 い

にある幅だけ間隔 をあけて、 かつ、周期 的に形成 されている。

[001 7] また、各 ゥエル領域 3 0 断面の表層部 内側 には、第 2 不純物 である窒素 （

N ) を n 型不純物 と して含有 する n 型の ソー ス領域 4 0 が、 ゥエル領域 3 0

よ り浅 く形成 されている。

[001 8] また、 ゥェル領域 3 0 の内側 で、望 ま しくはソ一ス領域 4 0 の内側 には、

第 1 不純物 であるアル ミニ ウム （A I ) を p 型不純物 と して含有 するゥエル

コンタク 卜領域 3 5 が形成 されている。 ゥエル領域 3 0 とその内側 に形成 さ

れた ゥエル コンタク 卜領域 3 5 とは、電気的に短絡 している。

[001 9] また、 ゥエル領域 3 0 、 ソース領域 4 0 、 ゥエル コンタク ト領域 3 5 を含

む ドリフ ト層 2 0 表面 には、 ソー ス領域 4 0 表面の一部 を除 き、酸化珪素で

構成 され るゲ一 卜絶縁膜 5 0 が形成 されている。

[0020] さ らに、 ゲ一 卜絶縁膜 5 0 上 には、一対の ソース領域 4 0 に挟 まれた領域

に対応 してゲ一 卜電極 6 0 が形成 されている。

[0021 ] また、 ゲ一 卜絶縁膜 5 0 が形成 されていないソース領域 4 0 および ゥエル

コンタク 卜領域 3 5 の表面 にはソース電極 7 0 が形成 されている。 ソース電

極 7 0 は、 ゲ一 卜電極 6 0 を層間絶縁膜 9 0 を介 して覆 うように形成 されて

いる。

[0022] また、半導体基板 1 0 の第 1 主面 と反対側 の第 2 主面、 すなわち、裏面側

には ドレイ ン電極 8 0 がそれぞれ形成 されている。



[0023] ここで、図 1 において、ゥエル領域 3 0 のうちゲ一 卜絶縁膜 5 0 を介 して

ゲ一 卜電極 6 0 と対向 し、半導体装置のオン動作時に反転層が形成される領

域をチャネル領域 （図 1 におけるP ) という。また、隣接する2 つのゥエル

領域 3 0 に挟まれた n 型の領域をJ F E T 領域 （図 1 におけるQ ) と呼び、

オン動作時 （オン状態）にオン電流が流れる経路となる。逆に半導体装置の

オフ状態では、ゥエル領域 3 0 からJ F E T 領域に向かって空乏層が伸び、

J F E T 領域上に形成されるゲ一 卜絶縁膜 5 0 に対 して高い電界強度が印加

されるのを防ぐ。

[0024] ここで、 J F E T 領域の幅、すなわち隣接する2 つのゥエル領域 3 0 の間

隔をJ F E T 長、ゥエル領域 3 0 とその内側のソース領域 4 0 との、ゥエル

領域 3 0 表層における間隔をチャネル長、と呼ぶ。また、ゥエル領域 3 0 や

ソース領域 4 0 が形成される周期、すなわち、 1 つのゥエル領域 3 0 の幅と

J F E T 長とを足 した長さを、セルピッチと呼ぶ。

[0025] 本実施の形態において図示はしないが、ゥエル領域 3 0 が周期的に並ぶ領

域に対する素子の外周側には、配線や耐圧終端の目的から、オン状態でオン

電流を流さない領域 （周辺領域）が形成される。これと区別するために、ゥ

エル領域 3 0 が周期的に並ぶ領域を活性領域と呼ぶ。

[0026] < 動作>

次に、本実施の形態における半導体装置の動作を説明する。

[0027] 図 1 に示す縦型M O S F E T のゲ一 卜電極 6 0 に、閾値電圧以上のプラス

電圧が印加されると、チャネル領域に反転層が形成され、 n 型のソース領域

4 0 と n 型の ドリフ 卜層 2 0 との間に、キヤリァである電子が流れる経路が

形成される。

[0028] ソース領域 4 0 からドリフ ト層 2 0 へ流れ込む電子は、 ドレイン電極 8 0

に印加されるプラス電圧により形成される電界に従って ドリフ 卜層 2 0 およ

び半導体基板 1 0 を経由して ドレイン電極 8 0 に到達する。 したがって、ゲ

- 卜電極 6 0 にプラス電圧を印加することにより、 ドレイン電極 8 0 からソ

—ス電極 7 0 に才ン電流が流れる。この状態をオン状態と呼ぶ。



[0029] 反対に、ゲー ト電極 6 0 に閾値電圧以下の電圧が印加されると、チャネル

領域 に反転層が形成 されないため、 ドレイ ン電極 8 0 か らソー ス電極 7 0 に

電流が流れない。 この状態をオフ状態 と呼ぶ。 このとき、 ドレイン電極 8 0

に印加されるプラス電圧のために、 ドリフ 卜層 2 0 とゥエル領域 3 0 との間

の p n 接合か ら空乏層が伸びる。

[0030] < 製造方法>

つづいて、実施の形態 1 の炭化珪素半導体装置である縦型M O S F E 丁の

製造方法について説明する。

[0031 ] まず、第 1 主面の面方位が （0 0 0 1 ) 面であ り、 4 H のポ リタイプを有

する、 n 型で低抵抗の、半導体基板 1 0 の表面上に、化学気相堆積 （C h e

m i c a I V a o D e p o s i t i o n : C V D ) お こより、 1 X

1 0 ~ 1 X 1 0 7 c m - 3の n 型の不純物濃度、 5 ~ 5 0 の厚 さの ドリ

フ 卜層 2 0 をェ ピタキシャル成長する。

[0032] 次 に、 ドリフ ト層 2 0 の表面にフォ トレジス トなどにより注入マスクを形

成 し、 p 型の第 1 不純物であるA I をイオ ン注入する。 このとき、 A I のィ

オ ン注入の深さは ドリフ 卜層 2 0 の厚 さを超えない 0 . 5 ~ 3 m 程度 とす

る。 また、イオ ン注入された A I の不純物濃度は、 1 X 1 0 1 7 ~ 1 X 1 0 1 9

c m - 3の範囲で ドリフ 卜層 2 0 の n 型不純物濃度 より多いものとする。

[0033] その後、注入マスクを除去する。本工程 によりA I がイオ ン注入された領

域がゥエル領域 3 0 となる。

[0034] 次 に、 ドリフ ト層 2 0 表面にフォ トレジス トなどにより注入マスクを形成

し、 n 型の第 2 不純物である N をイオ ン注入する。 N のイオ ン注入深さはゥ

エル領域 3 0 の厚 さより浅いものとする。 また、イオ ン注入 した N の不純物

濃度は、 1 X 0 ~ X 0 2 1 c m - 3 の範囲でゥエル領域 3 0 の p 型不純

物濃度 を超えるものとする。 ドリフ 卜層 2 0 内の N が注入された領域のうち

n 型を示す領域がソ一ス領域 4 0 となる。

[0035] 次 に、 ドリフ ト層 2 0 表面にフォ トレジス トなどにより注入マスクを形成

し、 p 型の第 1 不純物であるA I をイオ ン注入 し、注入マスクを除去する。



本工程によって ドリフ 卜層 2 0 内にA I が注入された領域がゥエルコンタク

卜領域 3 5 となる。

[0036] ゥエルコンタク ト領域 3 5 は、 ゥエル領域 3 0 およびとソース電極 7 0 と

の良好な電気的接触を得るために設けるもので、 ゥエル領域 3 0 p 型不純物

濃度より高濃度の不純物濃度に設定することが望 ま しい。不純物をィ才ン注

入する際には、 ゥエルコンタク ト領域 3 5 を低抵抗化する目的で、半導体基

板 1 0 を 1 5 0 °C以上に加熱 してイオン注入することが望 ま しい。

[0037] 次 に、熱処理装置によって、アルゴン （A r ) ガスなどの不活性ガス雰囲

気中で 1 3 0 0 ~ 1 9 0 0 °C、 3 0 秒〜 1 時間のァニールを行 う。 このァニ

—ルにより、イオン注入された N、 A I を活性化させる。

[0038] つづいて、 ゥエル領域 3 0 、 ソース領域 4 0 、 ゥエルコンタク ト領域 3 5

を含む ドリフ 卜層 2 0 の表面を熱酸化 して所望の厚みのゲ一 卜絶縁膜 5 0 を

形成する。

[0039] 次 に、ゲ一 卜絶縁膜 5 0 の上に、導電性を有する多結晶珪素膜を減圧 C V

D 法により形成 し、 これをパターニングすることによりゲ一 卜電極 6 0 を形

成する。その後、ゲ一 卜絶縁膜 5 0 に開口する。

[0040] 最後 に、 ソース領域 4 0 およびゥエルコンタク ト領域 3 5 に電気的に接続

されるソース電極 7 0 を形成 し、 また、半導体基板 1 0 の裏面側に ドレイン

電極 8 0 を形成 して、図 1 に示す縦型M O S F E T が完成する。 ここで、 ソ

—ス電極 7 0 および ドレイン電極 8 0 となる材料 としてはA I 合金などが挙

げられる。

[0041 ] < 平面構造 1 >

図 2 は、本発明の前提技術 となる、縦型M O S F E T の活性領域を主面側

か ら見た平面模式図である。簡単のために、 ゥエル領域 3 0 およびソース領

域 4 0 に着 目し、周辺の構成については図示を省略する。 ここでゥエル領域

3 0 およびソース領域 4 0 は、図 2 に示されるような正確な正方形 （方形状

) である必要はな く、辺の一部に曲線を含む形状、 または、一部が欠けた形

状、平行四辺形等を含むものとする。



[0042] チャネル方向に平行で、互いに直交する X 軸方向、 y 軸方向を図 2 のよう

に定義 したとき、ゥエル領域 3 0 のうちの 1 つであるゥエル領域 A (図 2 に

おいてA と表示）に対 して、横の並び方向で隣接するゥエル領域 B (図 2 に

おいて B と表示）は、 y 軸方向にずれておらず、縦の並び方向で隣接するゥ

エル領域C (図 2 においてC と表示）も X 軸方向にずれていない。すなわち

各ゥエル領域 3 0 は、横の並び方向は X 軸に沿い、縦の並び方向は y 軸に沿

う、碁盤目配置で配置されている。

[0043] このとき、 J F E T 領域において、隣接するどのゥエル領域 3 0 からの距

離も等距離となる点の集合による線を中央線と定義すると、配列の単位構造

となるユニットセルは、当該中央線によって囲まれた領域となる （図 2 にお

けるR ) 。

[0044] チャネル幅密度は、ソース領域 4 0 の平面視における外周長 （図 2 におけ

るS ) をユニットセル （図 2 におけるR ) の面積で除 した値となる。

[0045] 図 3 は、本発明の縦型M O S F E T の活性領域を主面側から見た平面模式

図である。簡単のために、ゥエル領域 3 0 およびソース領域 4 0 に着目し、

周辺の構成については図示を省略する。

[0046] 本実施の形態では、ゥエル領域 A に対 して横の並び方向で隣接するゥエル

領域 B は、 y 軸方向に長さL o y だけずれて配置されており、ゥエル領域 A

に対 して縦の並び方向で隣接するゥエル領域C は、 X 軸方向に長さL o X だ

けずれて配置されている。また、横の並び方向と縦の並び方向とは、直交 し

ない関係になっている。

[0047] この配置では、ゥエル領域 B とゥエル領域C とは離間されているものの、

その間隔は碁盤目配置の場合に比べ短 くなつている。当該配置を本実施配置

と呼ぶ。本実施配置におけるユニットセルは、図 3 に示すように中央線 Rに

囲まれた領域となる。

[0048] 図 2 に示す碁盤目配置と、図 3 に示す本実施配置とを、チャネル幅密度に

ついて比較する。

[0049] 図 4 に、図 3 に示 したユニットセルの形状を簡易化 したものを示す。図4



に示すように、本実施配置でのユニッ トセルの面積は、碁盤 目配置のュニッ

卜セルの形状 （四角形状）か ら、直交する長さ L o X および長さ L o y の辺

を有する直角三角形を 2 つ差 し引いた六角形状 （図 4 においては、左上およ

び右下が差 し引かれている）とな り、碁盤 目配置のユニッ トセルの面積 （四

角形状）に対 して小さくなる。

[0050] —方、本実施配置でのユニッ トセル内のチャネル幅 （図 3 および図 4 にお

いて、 S で表示するソース領域 4 0 の外周長）は、碁盤 目配置の場合のュニ

ッ 卜セル と同 じである （図 2 参照）か ら、ユニッ トセルの面積が小さい分、

碁盤 目配置の場合に比べて本実施配置の場合が、チャネル幅密度は大きくな

る。

[0051 ] 次 に、碁盤 目配置 と本実施配置 とを、 J F E T 領域上のゲ一 卜絶縁膜 5 0

の信頼性について比較する。

[0052] 碁盤 目配置では、直交する中央線の交点 （図 2 における点 Y ) が、各ュニ

ッ 卜セルにおいて、隣接するゥエル領域 3 0 か らの距離が最も遠 くなる J F

E T 領域上の点である。よってこの点が、オフ状態においてゲ一 卜絶縁膜 5

0 にかかる電界強度が最も高 くなる。

[0053] —方で、本実施配置では、図 3 に示す中央線上の点 Y が、隣接するゥエル

領域 3 0 か らの距離が最も遠 くなる J F E T 領域上の点である。よってこの

点が、オフ状態においてゲ一 卜絶縁膜 5 0 にかかる電界強度が最も高 くなる

が、碁盤 目配置における点 Y よりも、最も近いゥエル領域 3 0 までの距離が

小さくなる （より具体的には後述する）。

[0054] 隣接するゥエル領域 3 0 までの距離が遠い J F E T 領域内の点では、オフ

状態においてゥエル領域 3 0 か ら空乏層が伸びにくいため、直上のゲ一 卜絶

縁膜 5 0 に対 して高い電界強度が印加されやすい。つまり、オフ状態におい

てゲ一 卜絶縁膜 5 0 にかかる電界強度の最大値は、本実施配置の方が小さく

な り、高い信頼性を得ることができる。

[0055] 以上より、本実施の形態に示すセル配置を用いることで、チャネル幅密度

の増加 と、信頼性の向上を同時に得ることができる。



[0056] < 平面構造 2 >

図 5 は、本発明の縦型M O S F E T の活性領域を主面側か ら見た平面模式

図である。簡単のために、 ゥエル領域 3 0 およびソース領域 4 0 に着 目し、

周辺の構成については図示を省略する。

[0057] 図 5 に示す構造では、図 3 に示 した場合 と同様に、 ゥエル領域 A に対 して

横の並び方向で隣接するゥエル領域 B は、 y 軸方向に長さ L o y だけずれて

配置されており、 ゥエル領域 A に対 して縦の並び方向で隣接するゥエル領域

C は、 X 軸方向に長さ L o X だけずれて配置されている。図 3 と異なる点は

、長さ L o X または長さ L o y のいずれか、 またはその両方が図 3 における

場合より大きいため、 ゥェル領域 B とゥェル領域 C とが互いに重なっており

、それぞれのゥエル領域の形状が四角形状ではな くなつている点である。 こ

れは、 ゥエル領域 B とゥエル領域 C とが重な り、それ らの論理和の領域を繋

げたゥエル領域 とすることで実現される。ュニッ 卜セルの境界は図示のとお

りとなる （図 5 における R ) 。

[0058] 図 6 に、図 5 に示 したユニッ トセルの形状を簡易化 したものを示す。図 6

の場合では、図 4 の場合に比べ、差 し引 く直角三角形の面積が大きくなるこ

とか ら、さらにユニッ トセルを小さくすることができる。チャネル幅はその

ままであるか ら、チャネル幅密度は大きくなる。

[0059] また図 5 に示すように、隣接するゥエル領域 3 0 か らの距離が最も遠 くな

る J F E T 領域上の点 Y は、碁盤 目配置における点 Y よりも、最も近いゥェ

ル領域 3 0 までの距離が小さくなる （より具体的には後述する）。よって、

オフ状態においてゲ一 卜絶縁膜 5 0 にかかる電界強度の最大値は小さくな り

、高い信頼性を得ることができる。

[0060] 以上より、本実施の形態に示すセル配置を用いることで、チャネル幅密度

の増加 と、信頼性の向上を同時に得ることができる。

[0061 ] < 平面構造 3 >

図 7 は、本発明の縦型M O S F E T の活性領域を主面側か ら見た平面模式

図である。簡単のために、 ゥエル領域 3 0 およびソース領域 4 0 に着 目し、



周辺の構成については図示を省略する。

[0062] 図 7 に示す構造では、図 3 に示 した場合と同様に、ゥエル領域 A に対 して

横の並び方向で隣接するゥエル領域 B は、 y 軸方向に長さL o y だけずれて

配置されており、ゥエル領域 A に対 して縦の並び方向で隣接するゥエル領域

C は、 X 軸方向に長さL o X だけずれて配置されている。図 3 および図 5 と

異なる点は、長さL o X または長さL o y のいずれか、またはその両方が図

3 および図 5 における場合より大きいため、ゥエル領域 B とゥエル領域C と

が互いに重なっており、さらにゥェル領域 B 内のソ一ス領域とゥェル領域C

内のソース領域とが互いに重なっている点である。これは、ゥエル領域 B 内

のソ一ス領域とゥェル領域C 内のソ一ス領域とが重なり、それらの論理和の

領域を繋がったソース領域とすることで実現される。ュニッ卜セルの境界は

図示のとおりとなる （図 7 におけるR ) 。

[0063] 図 8 に、図 7 に示 したユニットセルの形状を簡易化 したものを示す。図 8

の場合では、図4 および図 6 の場合に比べ、差 し引く直角三角形の面積が大

きくなることから、さらにユニットセルを小さくすることができる。よって

チャネル幅が同程度であれば、チャネル幅密度は大きくなる。

[0064] また図 7 に示すように、隣接するゥエル領域 3 0 からの距離が最も遠 くな

るJ F E T 領域上の点Y は、碁盤目配置における点Y よりも、最も近いゥェ

ル領域 3 0 までの距離が小さくなる （より具体的には後述する）。よって、

オフ状態においてゲ一 卜絶縁膜 5 0 にかかる電界強度の最大値は小さくなり

、高い信頼性を得ることができる。

[0065] 以上より、本実施の形態に示すセル配置を用いることで、チャネル幅密度

の増加と、信頼性の向上を同時に得ることができる。

[0066] < 詳細説明>

M O S F E T がオン状態のときに生 じる導通損失は、ソースおよび ドレイ

ン間の抵抗、すなわちオン抵抗を小さくすることで低減される。チャネル抵

抗はオン抵抗を構成する抵抗成分の 1 つであり、低減が望まれる。

[0067] 特に炭化珪素を用いたM O S F E T では、酸化膜と炭化珪素の界面特性が



好ま しくないことか ら高いチャネル移動度が得 られておらず、結果的に高い

チャネル抵抗 とな りやすいことが広 く知 られており、その改善が望 まれる。

[0068] チャネル抵抗を減 らす方法の一つとして、チャネル幅密度を増大させるこ

とが挙げられる。チャネル幅密度 とは、活性領域内に存在する全てのチヤネ

ルの幅を、活性領域の面積で除 した値である。一般に電力用半導体素子では

、同 じ形状のユニッ トセルが周期的に並ぶ ことか ら、ユニッ トセル内のチヤ

ネル幅をュニッ 卜セルの面積で除すことで、チャネル幅密度が求まる。

[0069] チャネル幅密度を高める方法は、微細化 とセル配置の工夫の 2 つに大別さ

れる。

[0070] 微細化は、 J F E T 長やチャネル長などの寸法を小さくすることでセル ピ

ツチを縮小する方法であるが、微細加工技術の限界ゃデバイス特性の劣化な

どの点で限度を制限される。

[0071 ] 以下では、セル配置の工夫によりチャネル幅密度を増加させる方法を詳細

に説明する。 まず、セル配置の工夫によるチャネル幅密度の向上について、

櫛型配置 （ゥエル領域を短冊状に形成 し、 1 直線方向のみにチャネルを形成

する）と碁盤 目配置を例に挙げて説明する。

[0072] 図 9 および図 1 0 は、櫛型配置 （図 9 ) および碁盤 目配置 （図 1 0 ) にお

けるゥエル領域 3 0 とソース領域 4 0 の平面配置を図示 したものである。 こ

こでは、 どち らの配置においても、セル ピッチを 1 6 m、チャネル長を 1

m 、 J F E T 長を4 m と仮定する。

[0073] 櫛型配置の場合、チャネルはセル ピッチ 1 6 m の周期内に 2 本存在する

ため、チャネル幅密度は、 2 を 1 6 m で除 した 0 . 1 2 5 m - 1 と求まる

(図 9 参照）。

[0074] —方、碁盤 目配置の場合、 1 6 m 四方の面積を有するユニッ トセル内に

、 1 辺 1 0 m のチャネルが 4 本存在するため、 4 0 m を 1 6 m の二乗

で除 した 0 . 1 5 6 m - i がチャネル幅密度である （図 1 0 参照）。

[0075] すなわち、同 じセル ピッチを用いても、碁盤 目配置を用いた方がチャネル

幅密度を増やすことができることを意味する。



[0076] M O S F E T がオフの状態において、 ドレイン電極 8 0 には数百か ら数千

ボル トの高い電圧が発生する。 このとき、接地されたソー ス電極 7 0 と電気

的に短絡されているゥエル領域 3 0 か ら、 ドリフ ト層 2 0 に向かって伸びる

空乏層が発生 し、 ドレイ ン電極 8 0 とソー ス電極 7 0 の間にかかる電圧を遮

断する。

[0077] 特筆すべ きは、 この空乏層はゥエル領域 3 0 か らJ F Ε Τ 領域に向かって

も伸びることで ドレイン電圧を遮蔽 し、略 0 ボル トのゲ一 卜電極 6 0 と J F

E T 領域に挟 まれた領域に存在するゲ一 卜絶縁膜 5 0 に対 して、発生する電

界強度を低減する働 きがあることである。

[0078] J F E T 長が広い場合、 この遮蔽効果は起 こりにくくなることか ら、 J F

E T 領域の直上のゲ一 卜絶縁膜 5 0 には高電界が発生 し、ゲ一 卜絶縁膜 5 0

の破壊が起 こりやす くなる。

[0079] これは、絶縁破壊電界が高 く、半導体中の電界強度が高 くなるように設計

される、炭化珪素を含むワイ ドバ ン ドギャップ半導体素子では、ゲー ト絶縁

膜 5 0 にかかる電界強度も高 くな り易いため、特に問題 とな り易い。

[0080] 前述の碁盤 目配置に着 目すると、 J F E T 領域が網 目状に形成されること

か ら、隣接するどのゥエル領域 3 0 か らの距離も等距離 となる点の集合によ

る線である中央線の、その交点は、 J F E T 領域中の他の点に比べ、 ゥエル

領域 3 0 までの距離が長い。具体的には、中央線の交点か ら最も近いゥエル

領域 3 0 までの距離は、他の中央線上の点に比べて最大で（ 2 倍だけ大きい

。 このため、中央線の交点の直上のゲ一 卜絶縁膜 5 0 には、オフ状態で高電

界がかか りやすい。

[0081 ] 次 に本発明の本実施配置について述べる。

[0082] 図 1 1 に示すように、チャネルに平行で、互いに直交する X 軸方向、 y 軸

方向を定義 し、 X 軸方向のセル ピッチをセル ピッチ P x 、 y 軸方向のセル ピ

ツチをセル ピッチ P y と定義する。

[0083] また X 軸方向、 y 軸方向のチャネル長をそれぞれチャネル長 L c h x 、チ

ャネル長 L c h y 、 X 軸方向、 y 軸方向の J F E T 長をそれぞれ J F E T 長



L j x 、 J F E T 長 L j y とする。以下、チャネル長 L c h x およびチヤネ

ル長 L c h y をチャネル長 L c h、 J F E T 長 L j x および J F E T 長 L j

y を J F E T 長 L j と記載することもある。

[0084] ゥエル領域 3 0 のうちの一つである、あるゥエル領域 A から見て、横の並

び方向 （図 1 1 では、 + x (> 0 ) 側）で隣接するゥエル領域 B が、 y 軸方

向に+ L o y (> 0 ) だけずれており、縦の並び方向 （図 1 1 では、 + y (

> 0 ) 側）で隣接するゥエル領域C が、 X 軸方向に+ L o x (> 0 ) だけず

れている。この長さL o X および長さL o y をオフセッ卜長と呼ぶ。

[0085] 図 1 1 に示す平面図に、各長さに対応する位置を矢印で示す。なお、 「横

の並び方向で隣接するゥヱル領域」とは、図 1 1 において X 軸方向に隣接す

るゥエル領域であるが、図 1 1 における X 軸方向のセルピッチに相当する長

さだけ X 座標が異なり、長さL o y だけ y 座標が異なるゥエル領域のうち、

当該ゥェル領域からの直線距離が最も近いゥェル領域を指す。 「縦の並び方

向で隣接するゥエル領域」や 「横の並び方向で隣接するユニットセル」など

についても、同様の定義である。

[0086] 図 1 2 は、 J F E T 長 L j が4 mで、長さL o X および長さL o y を同

時にO mから 1 れmずつ大きくした場合に、隣接するゥエル領域 3 0 から

の距離が最も遠い点Y の位置が変わる様子を図示 している。なお、 L o x =

L o y = O mは、セル配置が碁盤目配置であることを意味する。

[0087] 長さ L o X および長さL o y がおよそ 2 となるまでオフセッ卜長を大

きくすると、徐々に点Y の隣接するゥエル領域 3 0 までの距離 a が短 くなる

ことが分かる （図 1 2 ( a ) ~ ( f ) 参照）。

[0088] 具体的には、図 1 2 ( a ) では、 ∆ Χ = ∆ = Ο Ίで、距離 a は 2 . 8

m、図 1 2 ( b ) では、 1 で、 巨離 a は 2 . 5 、図

1 ( c ) では、 ∆ Χ = ∆ = 2 Ίで、 巨離 a は 2 . 3 m 図 1 2 ( d

) では、 ∆ Χ = ∆ = 3 Ίで、 巨離 a は 2 . 3 m 図 1 2 ( e ) では、

△ x = A y = 4 mで、 巨離 a は 2 . 3 m 図 1 2 ( f ) では、 ∆ χ = ∆

y = 5 mで、距離 a は 2 . 3 mである。



[0089] ここでは簡単のため、長さ L o X と長さ L o y が等 しい場合を示 したが、

等 しくない場合も同様に、 L o x > 0 、 L o y > 0 であるな らば横の並び方

向と縦の並び方向とは直交せず、 ゥヱル領域 B とゥヱル領域 C とが接するま

での間、オフセッ ト長を大きくするほど、点 Y か ら隣接するゥエル領域 3 0

までの距離が小さくなることが容易に想像される。

[0090] すなわち、碁盤 目配置に比べ、長さ L o X および長さ L o y を 0 より大き

くすることで、点 Y の隣接するゥエル領域 3 0 までの距離が小さくな り、才

フ状態においてゲ一 卜絶縁膜 5 0 にかかる電界の最大値が低減される。その

結果、ゲ一 卜絶縁膜 5 0 が破壊されにくく、信頼性の高いM O S F E T が実

現される。

[0091 ] 図 1 3 は、 J F E T 長 L j が 4 m、チャネル長 L c h が 1 m で、長さ

L o X および長さ L o y を同時に 0 mか ら2 . 5 ずつ大きくした場合

の、ユニッ トセルの形状 と、ユニッ トセル内のチャネル領域の変化を図示 し

ている。

[0092] ユニ ッ トセルの面積は、 P X X P y — L o X X L o y と同等であるので、

オフセッ ト長を大きくするほど、ユニッ トセルの面積は減少する （図 1 3 (

a ) ~ ( d ) 参照）。

[0093] 具体的には、図 1 3 ( a ) では、 ∆ X = ∆ y = 0 m で、チャネル幅に相

当する長さは 4 0 m、ュニッ 卜セルの面積は 2 5 6 m 2、図 1 3 ( b ) で

は、 = 2 . 5 mで、チャネル幅に相当する長さは 4 0 从m、ュ

ニッ 卜セルの面積は 2 5 0 m 2 図 1 3 ( c ) では、 ∆ Χ = ∆ = 5 Ί で

、チャネル幅に相当する長さは 4 0 m、ユニッ トセルの面積は 2 3 1 m 2

、図 1 3 ( d ) では、 = 7 . 5 m で、チャネル幅に相当する長

さは 3 0 m、ュニッ 卜セルの面積は 2 0 0 m 2である。

[0094] 長 さ L o X および長さ L o y が 5 m以下の場合、ユニッ トセル内のチヤ

ネル領域の形状は変わ らず、ュニッ 卜セル内のチャネル幅も一定であるため

、オフセッ 卜量が大きいほどチャネル幅密度は増大する。

[0095] —方、長さ L o X と長さ L o y がチャネル長 L c h + J F E T 長 L j に相



当する5 mを超えると、ソース領域4 0 の外周のうち一部の領域で、ソ一

ス領域4 0 の外周から見てチャネル長 L c h の距離だけ離れた領域に存在し

ていた n型領域 （J F E T領域）が、隣接するセルのゥエル領域 3 0 によつ

て埋められてしまうため、ユニットセル内のチャネル幅は減少する （図 1 3

( d ) におけるS ) 。

[0096] 図 1 4 は、オフセッ卜量とチャネル幅密度の関係を図示した図である。横

軸はオフセッ卜長 （ m) 、縦軸はチャネル幅密度 （ m - 1 ) である。計算

に用いた数ィ直は、 L o x = L o y 、 P X = 1 6 P y = 1 6 L c

h = 1 , m l_ j = 4 mである。

[0097] 図 1 4 から、オフセット量を増加させるにつれてチャネル幅密度は大きく

なり、オフセッ卜量がL o x = L o y = L c h + L j = 5 mのときにチヤ

ネル幅密度が最大になることが分かる。また、図 1 4 から読み取れるように

、オフセット長がおおよそ、 0 < L o x = L o y < 3 X L c h + L j の範囲

では、 L o x = L o y = 0 、すなわち碁盤目配置に対してチャネル幅密度が

増加していることが分かる。

[0098] ここでは簡単のために、 L o X とL o y が同じ場合を想定して議論したが

、本発明はL o X とL o y が異なっていてもチャネル幅密度増加の効果が得

られる。すなわち、少なくとも図 1 4 に示すような場合には、 0 < L o x <

3 X L c h x + L j x 、 0 < L o y < 3 X L c h y + L j y を共に満たせば

、チャネル幅密度は増大する。

[0099] また、チャネル長 L c h 、 J F E T 長 L j がX 軸方向とy 軸方向で均一で

ある場合を想定したが、 X 軸方向とy 軸方向で異なる場合でも、チャネル幅

密度は増加する。

[01 00] すなわち、少なくとも図 1 4 に示すような場合には、 0 < L o x < 3 x L

c h x + L j x 、 0 < L o y < 3 X L c h y + L j y を同時に満たせば、チ

ャネル幅密度の増大効果が得られ、特にL o x = L c h x + L j x 、 L o y

= L c h y + L j y の場合にチャネル幅密度は最大になる。

[01 0 1 ] なお、本実施配置を実現するにあたり、ゥエル領域 3 0 およびソース領域



4 0 な どを形成するための最小加工寸法な どは碁盤 目配置のそれ と同 じで良

し、。すなわち、本実施配置 を用いることで、加工精度の向上 を必要 とせず、

チャネル幅密度の向上 と、信頼性の向上 を同時に実現で きる。

[01 02] < 変形例 >

本発明の有効性の説明 と して M O S F E T を例 に挙 げたが、チャネル を有

する縦型半導体装置で、チャネルが主面 と平行な方向に形成 される素子であ

れば適用可能である。すなわち I G B T においても有効である。

[01 03] 本発明は、炭化珪素 を用いた半導体素子で特 に有効であることは上述 した

とお りだが、他のワイ ドバ ン ドギャップ半導体素子においても有効であ り、

シ リコンを用いた半導体素子においても一定の効果がある。

[01 04] また、結晶構造、主面の面方位、オ フ角、各注入条件な ど、具体的な例 を

用いて説明 したが、本発明の適用範囲はこれに限定されない。

[01 05] < 効果 >

本発明にかかる実施の形態 によれば、半導体装置 において、第 1 導電型 （

n 型） または第 2 導電型 （p 型）の半導体基板 1 0 と、半導体基板 1 0 上 に

形成 された第 1 導電型 （n 型）の ドリフ ト層 2 0 と、 ドリフ 卜層 2 0 表層 に

おいて周期的に複数配置 された、平面視上の第 1 辺 （X 軸方向の辺）の長 さ

が a ( 図 1 1 における、 Ρ χ — L j x に対応）、 これ と直交する平面視上の

第 2 辺 （y 軸方向の辺）の長 さが b ( 図 1 1 における、 P y _ L j y に対応

) の方形状の第 2 導電型 （p 型）のゥエル領域 3 0 と、各 ゥエル領域 3 0 表

層 に形成 された第 1 導電型 （n 型）のソース領域 4 0 と、各 ソース領域 4 0

上か ら ドリフ 卜層 2 0 上 に亘 つて、ゲ一 卜絶縁膜 5 0 を介 して形成 されたゲ

- 卜電極 6 0 と、各ゲ一 卜電極 6 0 に対向するゥエル領域 3 0 に規定された

チャネル領域 とを備 える。

[01 06] X 軸方向の各 ゥエル領域 3 0 間の距離が A ( 図 1 1 における L j x に対応

) 、 y 軸方向の各 ゥエル領域 3 0 間の距離が B ( 図 1 1 における L j y に対

応）であ り、 ゥエル領域 3 0 の内の、 X 軸方向に第 1 ゥエル領域 （図 3 、 5

、 7 におけるゥエル領域 A に対応）に隣接する第 2 ゥエル領域 （図 3 、 5 、



7 におけるゥヱル領域 B に対応）は、第 1 ゥヱル領域か ら y 軸方向に 0 よ り

大 きく b + B よ り小さい幅だけずれて配置 され、 ゥエル領域 3 0 の内の、 y

軸方向に第 1 ゥエル領域 に隣接する第 3 ゥエル領域 （図 3 、 5 、 7 における

ゥエル領域 C に対応）は、第 1 ゥエル領域か ら X 軸方向に 0 よ り大 きく a +

A よ り小さい幅だけずれて配置 される。

[01 07] このような構成 とすることで、導通損失やスイ ッチ ング損失の増大を抑制

しつつ、装置の信頼性 を向上 させることがで きる。

[01 08] すなわち最 も遠い点 Y までの距離が小さ くなることで、逆バイアス印加時

にゲ一 卜絶縁膜 5 0 にかかる電界が緩和 され、信頼性が高 まる。

[01 09] また、長 さ L o X と長 さ L o y が所定の範囲であれば、ユニ ッ トセルの面

積が小さ くなることで、チャネル幅密度が大 きくな り、オ ン抵抗 を低減する

ことがで きる。

[01 10] また、 ソー ス電極 か らの電気的距離が遠いチャネルが存在 しないため、導

通損失やスィ ッチ ング損失の増大を抑制することがで きる。

[01 11] また、本発明にかかる実施の形態 によれば、半導体装置 において、第 1 導

電型 （n 型） または第 2 導電型 （p 型）の半導体基板 1 0 と、半導体基板 1

0 の主面上 に形成 された第 1 導電型 （n 型）の ドリフ ト層 2 0 と、 ドリフ ト

層 2 0 表層 に周期的に形成 された第 2 導電型 （p 型）の複数のゥエル領域 3

0 と、各 ゥエル領域 3 0 表層 に部分的に形成 された第 1 導電型 （n 型）のソ

—ス領域 4 0 と、各 ソース領域 4 0 上か ら ドリフ ト層 2 0 上 に亘 つて、ゲ一

卜絶縁膜 5 0 を介 して形成 されたゲ一 卜電極 6 0 と、各 ゥエル領域 3 0 の間

に形成 された、第 1 導電型の J F E T 領域 と、各ゲ一 卜電極 6 0 に対向する

ゥエル領域 3 0 に規定されたチャネル領域 とを備 える。

[01 12] チ ャネル領域が規定された方向に沿 って、半導体基板 1 0 の主面上の直交

する X 軸 および y 軸 を定義 し、 ゥヱル領域 3 0 の繰 り返 し単位である半導体

基板 1 0 の主面上の二次元形状 をュニ ッ 卜セル と定義 した場合、一のュニ ッ

卜セル （図 3 、 5 、 7 におけるゥエル領域 A を囲むユニ ッ トセル に対応） と

X 軸方向に隣接する他のユニ ッ トセル （図 3 、 5 、 7 におけるゥエル領域 B



を囲むユニ ッ トセル に対応）が、 y 軸方向に 0 よ り大 きく y 軸方向のュニ ッ

卜セルの長 さよ り小さい長 さだけずれて配置 され、一のュニ ッ 卜セル と y 軸

方向に隣接する他のユニ ッ トセル （図 3 、 5 、 7 におけるゥエル領域 C を囲

むュニ ッ 卜セル に対応）が、 X 軸方向に 0 よ り大 きく X 軸方向のュニ ッ トセ

ルの長 さよ り小さい長 さだけずれて配置 される。

[01 13] ここでユニ ッ トセルの長 さとは、例 えば図 3 の中央線 R で囲まれた領域の

X 軸方向または y 軸方向の長 さであ り、 中央線 R が J F E T 長 を中央で分 け

る線であることを考慮すると、結局図 1 1 のセル ピッチ P X またはセル ピッ

チ P y に対応する長 さであることが分かる。

[ 0 4 ] このような構成 とすることで、導通損失やスイ ッチ ング損失の増大を抑制

しつつ、装置の信頼性 を向上 させることがで きる。

[01 15] また、本発明にかかる実施の形態 によれば、半導体装置 において、共通の

ゥェル領域 3 0 に y 軸方向および X 軸方向か らそれぞれ隣接するゥヱル領域

3 0 同士が、平面視 において部分的に重な って配列されることで、 さ らにュ

ニ ッ 卜セルの面積 を小さ くすることがで きる。

[01 16] また、本発明にかかる実施の形態 によれば、半導体装置 において、各 ゥェ

ル領域 3 0 表層 に形成 された第 1 導電型 （n 型）のソース領域 4 0 をさ らに

備 え、共通のゥエル領域 3 0 に y 軸方向および X 軸方向か らそれぞれ隣接す

るソース領域 4 0 同士が、平面視 において部分的に重な って配列されること

で、 さ らにュニ ッ 卜セルの面積 を小さ くすることがで きる。

[01 17] また、本発明にかかる実施の形態 によれば、半導体装置 において、 y 軸方

向で隣接するゥエル領域 3 0 の、 X 軸方向のずれ長 を L o X と し、 X 軸方向

で隣接するゥエル領域 3 0 の、 y 軸方向のずれ長 を L o y と し、 ゥエル領域

3 0 同士の、 X 軸方向の距離 を L j x 、 y 軸方向の距離 を L j y と し、各 ゥ

エル領域 3 0 表層の、 ソース領域 4 0 との間に形成 される X 軸方向のチヤネ

ル長 を L c h x 、 y 軸方向のチャネル長 を L c h y とする場合、 0 < L o x

< L c h x + L j x 、 かつ、 0 < L o y < L c h y + L j y であることで、

ュニ ッ 卜セルの面積 を小さ くし、チャネル幅密度 を増加 させることがで きる



[01 18] また、本発明にかかる実施の形態 によれば、半導体装置 において、 L o x

= L c h X + L j x 、かつ、 L o y = L c h y + L j y であることで、効果

的にュニ ッ 卜セルの面積 を小さ くし、チャネル幅密度 をよ り増加 させること

がで きる。

[01 19] 本発明の実施の形態では、各構成要素の材質、材料、実施の条件等 につい

ても記載 しているが、 これ らは例示であ って記載 したものに限 られるもので

はない。

[01 20] なお本発明は、 その発明の範囲内において、本実施の形態 における任意の

構成要素の変形 も しくは省略が可能である。

[01 2 1 ] 本発明は詳細 に説明されたが、上記 した説明は、すべての局面 において、

例示であ って、本発明がそれに限定されるものではない。例示 されていない

無数の変形例が、本発明の範囲か ら外れることな く想定され得 るもの と解 さ

れる。

符号の説明

[01 22] 1 0 半導体基板、 2 0 ドリフ ト層、 3 0 ゥエル領域、 3 5 ゥエル

コンタク ト領域、 4 0 ソース領域、 5 0 ゲ一 卜絶縁膜、 6 0 ゲ一 卜電

極、 7 0 ソー ス電極、 8 0 ドレイ ン電極、 9 0 層間絶縁膜。



請求の範囲

[ 請求項 1] 第 1 導電型 または第 2 導電型の半導体基板 （1 0 ) と、

前記半導体基板 （1 0 ) の主面上 に形成 された第 1 導電型の ドリフ

卜層 （2 0 ) と、

前記 ドリフ ト層 （2 0 ) 表層 に周期的に形成 された第 2 導電型の複

数のゥエル領域 （3 0 ) と、

各前記 ゥエル領域 （3 0 ) 表層 に部分的に形成 された第 1 導電型の

ソース領域 （4 0 ) と、

各前記 ソース領域 （4 0 ) 上か ら前記 ドリフ ト層 （2 0 ) 上 に亘 っ

て、ゲ一 卜絶縁膜 （5 0 ) を介 して形成 されたゲ一 卜電極 （6 0 ) と

各前記 ゥエル領域 （3 0 ) の間に形成 された、第 1 導電型の J F E

T 領域 （Q ) と、

各前記ゲー ト電極 （6 0 ) に対向する前記 ゥエル領域 （3 0 ) に規

定されたチャネル領域 とを備 え、

前記チャネル領域が規定された方向に沿 って、前記半導体基板 （1

0 ) の主面上の直交する X 軸 および y 軸 を定義 し、

前記 ゥエル領域 （3 0 ) の繰 り返 し単位である前記半導体基板 （1

0 ) の主面上の二次元形状 をュニ ッ 卜セル と定義 した場合、

—のュニ ッ 卜セル と X 軸方向に隣接する他のュニ ッ 卜セルが、 y 軸

方向に 0 よ り大 きく y 軸方向のュニ ッ 卜セルの長 さよ り小さい長 さだ

けずれて配置 され、

— の ュ ニ ッ 卜セル と y 軸方向に隣接する他のュニ ッ 卜セルが、 X 軸

方向に 0 よ り大 きく X 軸方向のュニ ッ 卜セルの長 さよ り小さい長 さだ

けずれて配置 されることを特徴 とする、

半導体装置。

[ 請求項2] 各前記 ゥエル領域 （3 0 ) が、平面視 において互いに離間 して配列

された ことを特徴 とする、



請求項 1 に記載の半導体装置。

[ 請求項3] 共通のゥエル領域 （3 0 ) に前記 y 軸方向および前記 X 軸方向か ら

それぞれ隣接する前記 ゥエル領域 （3 0 ) 同士が、平面視 において部

分的に重な って配列された ことを特徴 とする、

請求項 1 に記載の半導体装置。

[ 請求項4] 前記 ソース領域 （4 0 ) 同士が、平面視 において部分的に重な って

配列された ことを特徴 とする、

請求項 3 に記載の半導体装置。

[ 請求項 5] 前記 y 軸方向で隣接する前記 ゥエル領域 （3 0 ) の、前記 X 軸方向

のずれ長 を L o X と し、

前記 X 軸方向で隣接する前記 ゥエル領域 （3 0 ) の、前記 y 軸方向

のずれ長 を L o y と し、

前記 ゥエル領域 （3 0 ) 同士の、前記 X 軸方向の距離 を L j x 、前

記 y 軸方向の距離 を L j y と し、

各前記 ゥエル領域 （3 0 ) 表層の、前記 ソース領域 （4 0 ) との間

に形成 される前記 X 軸方向のチャネル長 を L c h x 、前記 y 軸方向の

チャネル長 を L c h y とする場合、

0 < L o x < L c h x + L j x 、 かつ、 0 < L o y < L c h y + L

j y であることを特徴 とする、

請求項 1 ~ 4 のいずれかに記載の半導体装置。

[ 請求項 6] L o x = L c h x + L j x 、 かつ、 L o y = L c h y + L j y であ

ることを特徴 とする、

請求項 5 に記載の半導体装置。

[ 請求項7] 装置構造が、 M O S F E T および I G B T のいずれかであることを

特徴 とする、

請求項 1 ~ 4 のいずれかに記載の半導体装置。

[ 請求項8] 前記半導体基板 （1 0 ) および前記 ドリフ 卜層 （2 0 ) が、 ワイ ド

バ ン ドギヤップ半導体か らなることを特徴 とする、



請求項 1 ~ 4 のいずれかに記載の半導体装置。

[ 請求項 9] 前記半導体基板 （1 0 ) および前記 ドリフ ト層 （2 0 ) が、炭化珪

素か らなることを特徴 とする、

請求項 1 ~ 4 のいずれかに記載の半導体装置。
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